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Ⅰ　はじめに

近年，満州開拓に関する研究は，昭和初期の農村恐慌や経済更生運動との

連続性を重視し，窮乏という経済要因を渡満の主因としてきた立場に明らか

な変化が見られてきている１）。しかし，このような先行研究は，移民のメカ

ニズムを解く際に，主として一つの行政村に対象を限定する形でなされてい

る。こうした事例研究は，今日まで多くの優れた蓄積を見せてきているが，

事例研究としての性格上そうせざるを得ないとはいうものの，この方法では

他町村との比較を欠くことになり，経済要因を論じる際に充分な説得力を持

ち得ない。岡部牧夫は，長野県における満州農業移民を概説した上で，県内

各郡町村の「社会経済状態を分析すれば，なお多くが明らかになろう」２）と述

べているが，その提起に充分応えうるだけの研究は未だ発表されていない。

－３６３－

満州移民送出における経済的要因の再検討
――長野県を事例にして――

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　満州開拓移民送出分布と経済指標

　１．郡市別分析

　２．町村別分析

Ⅲ　送出の経緯とその背景

　１．南佐久郡大日向村の事例

　２．諏訪郡富士見村の事例

　３．下伊那郡上郷村の事例

　４．下伊那郡大下條村および索倫河下水内郷開拓団の事例

Ⅳ　小括と展望

小　 林　 信　 介
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例えば，高橋泰隆『昭和戦前期の農村と満州移民』では，長野県内の南佐久

郡大日向村，諏訪郡富士見村，西筑摩郡読書村の３つの事例が扱われている。

各村内部の経済状況が詳細に分析されている一方で，各村が郡内でどのよう

な経済的特質を持っていたのかは明らかにされていない。言い換えれば，横

断的な分析が不足しているために，事例村の経済的な有り様が客観的に送出

に関与するのか否かが判然としない。

これに対して，蘭信三は，府県単位での経済統計の横断的分析を行ってい

る。これにより，送出分布が海外移民や過剰農家率といった一般的に考えら

れていた要因に規定されず，移民行政的要因が最重要な要因であることが明

確となった３）。しかし，実際の送出において近隣町村を単位とした分郷形式

や村を単位とした分村形式が多く見られている以上，蘭自身が述べているよ

うに，経済要因の作用を確認するには，郡市や町村を単位とする横断的分析

が必要である。したがって，本稿では第１の問題意識として，送出分布と経

済統計の整合性を，それまで焦点とされてこなかった郡市間および郡内町村

間の経済情勢を横断的に比較することにより追求することにおく。それによ

り，一行政村に焦点を当ててきた事例研究においては論及しきれなかった分

郷移民をも論証することが可能となる。分村や分郷は１９３７年以降の本格的移

民期で主流となっていた移民形態であり，やがて農村の労働力不足の顕在化

により１ヵ村での移民が困難となるなかで，分郷移民が主流となった経緯が

ある。国策化後の満州移民を総体的に捉えようとした場合，分郷移民を視野

に入れることは不可欠である。以上を踏まえ，対象とする地域は，最大の移

民県でありかつ豊富な事例研究の蓄積のある長野県とし，郡市間分析，町村

間分析，母村内戸数割賦課額の比較といった，重層的な分析により満州移民

送出における経済要因の再検討を行う。

第２の問題意識は，多くの論者が，経済要因の位置づけはともかく，送出

の重要な柱として挙げている「農村中堅人物」についてである。長野県の場合，

移民計画の策定や実施には村長をはじめ村政の中核を担っていた層，いわば

「中心人物」が非常に重要な役割を果たしている。高橋によると，「中堅人物」

の基盤には，一般的に理解される自作農以外にも，①行政機構，②産業組合・

農会，③学校・青年団・婦人組織，④軍人会の４系列がある４）。後述するが，
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大日向村では，村長・産業組合長・農会長・学校長からなる「四本柱会議」で

移民計画が発案され，実務面は産組専務理事である堀川清躬に託され，堀川

が開拓団長として開拓団員の勧誘などに活躍した。このように，分村計画の

立案・推進には二層構造が機能していたといえ，その意味からも「中堅人物」

と「中心人物」を区分しておく必要があろう５）。ただし，長野県以外に目を向

けると，山形県庄内開拓団の富樫直太郎（東田川郡大和村）のように，自作農

層（のちに実質的な小作農に転落）が計画から実際の渡満に到るまで一貫して

中心的に活躍した事例６）もあり，村内における送出構造の解明にはさらに広

い範囲での網羅的な類型化が必要である。さて，「中堅人物」や「中心人物」の

存在が主要な送出要因であるのならば，それを可能とならしめた歴史的条件

は何であったのかが問題となる。「中堅人物」が経済更生運動を通じて整備さ

れたものであることからも，農村恐慌を起点にして，更生運動，そして満州

移民へという一つの道筋が立つ。しかし，農村恐慌は同時に社会的動揺を生

じさせ，それが小作争議やいわゆる「赤化事件」の源泉にもなった。そこで最

後に，本格的送出が始まる直前の１９３０年代前半における，このような農村社

会の展開と弾圧が，満州移民の送出にいかなる影響を与えたのかについても

仮説的に考察してみたい。

Ⅱ　満州開拓移民送出分布と経済指標

１．郡市別分析

まず，郡市間においての送出分布と経済指標を比較する。長野県における

上位３業種（蚕繭糸業・農業・工業）の産業構成比を概観すると，恐慌直前の

１９２９年度においては，蚕繭糸生産が全体の７４％を占め，殆どの郡市において

最も中心的な産業であった７）。それ以降，長期間にわたる恐慌で，蚕繭糸業

の総体的な比重は格段に低下し，さらに軍需産業の増産や疎開による工業生

産額の増加が，その傾向に拍車をかけている。しかし蚕繭糸業が最大の産業

であった構造には変化がない。したがって，蚕繭糸業の回復の遅れは，その

まま県全体の景気の回復を遅らせている。満州開拓は以上のような経済状況

のもとで，耕地不足問題の解消を念頭に置いて計画されているのであるし，
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移民の主軸は農民であったことから，送出の経済要因として農家と零細農家

および養蚕農家の多寡とその経済状態が問題となる。これに焦点を絞って図

表１を作成した。経済指標を２項目設け，その高低を考慮しているので，４種

類の経済類型が考えられる（図表２）。同様の経済類型に基づく町村別分析を

次節で行うが，高送出町村の割合が高い順に�～�に分類した。なお，この章

経　済　指　標開拓団送出指標

経 済 類 型
養蚕農家１
戸当繭価額

（円）

零細農家率
（％）

対現住戸数
送 出 比

（‰）

実　　数
（戸）

D２９１２６.１３９.７５９３南佐久郡
D２９３２７.８１２.９２５１北佐久郡
D３１９３４.１１３.７３２１小 県 郡
B２０１３６.５２２.２５６４諏 訪 郡
C２２８３３.３１７.４５０８上伊那郡
A３３６４５.０４５.０１,６２６下伊那郡
B１８１４０.９４０.６４７２西筑摩郡
D２５７２６.７１５.１４００東筑摩郡
C２０１２８.３１１.６１３５南安曇郡
C１８７２０.５１０.２１２７北安曇郡
B２３２４２.６１１.２１７４更 級 郡
A２７１５３.２１２.７１３８埴 科 郡
A２７１４０.４１１.３１３３上高井郡
C２１６３３.９２１.３２７６下高井郡
C１９４３１.８８.０１５９上水内郡
C１３６２６.９２４.０１６３下水内郡
B１９１４９.２３.４５３長 野 市
A３００４１.７５.７８４松 本 市
A２５１５０.３３.３２５上 田 市
A２９０６７.０７.９４９岡 谷 市

２５３３４.７１８.８６,２５１県　　計

注：１）送出指標の黒地は第２三分位点以上であることを示す。経済指標の黒地は図表２を参照。
　　２）零細農家とは，耕地所有面積が５反歩以下の農家を指す。
　　３）零細農家率＝零細農家戸数／農家戸数，養蚕農家率＝養蚕農家戸数／現住戸数。
　　４）現住戸数は１９３５年，それ以外は１９３６年の統計（１９３６年４月１日市制施行の岡谷市も同

様）。
　　５）実戸数は『長野県満蒙開拓史』名簿編の戸主（続柄；本人）の本籍地を基に分類算出し，

その際，満蒙開拓青少年義勇軍，報国農場，勤労奉仕隊，米穀増産隊の分を除いた。
　　６）経済類型は，図表２を参照。
出典：長野県開拓自興会満州開拓史刊行会編『長野県満蒙開拓史』名簿編（同会，１９８４年），『長

野県史』近代史料編別巻統計２（１９８５年），『長野県統計書』１９３６年版より作成。

図表１：開拓団送出指標と経済指標－長野県



満州移民送出における経済的要因の再検討　　（小林）

－３６７－

での経済指標は満州移民国策化直前の１９３６

年に設定した。

開拓団送出指標が共に高い南佐久郡・諏訪

郡・上伊那郡・下伊那郡・西筑摩郡は，送出

が盛んであったといえよう。小県郡・東筑摩

郡など，先行研究では実数のみを問題にして

送出が盛んであったと認識されてきた地域

は，極言すれば人口の多さがその原因であっ

て，相対値をとれば必ずしも送出が盛んで

あったとはいえない。先の５郡には４種の経済類型が全て含まれるのである

から，郡市間の分析においては，経済状況が送出を一義的に左右するとは必

ずしもいえないのである。ただし，�型（零細農家率低・家計水準高）に分類

されている全４郡を見ると，南佐久郡以外にも，小県郡・東筑摩郡はもとよ

り，北佐久郡でも多くの移民を送出している。そこで，「零細農家が少なくか

つ養蚕農家の家計水準が高い場合には移民が多く送出される」ことを郡市別

分析により立てられる仮説としておきたい（経済主因仮説①）。

他方で，実数の分布に地域的な偏りが確認できる（図表３）。諏訪・上伊那・

下伊那の南信３郡，中信４郡のうち西筑摩・東筑摩の２郡である。また，北

佐久郡が決して少なくない送出数であることを考慮すれば，東信全域も送出

が集中している地域であるといえる。これらの地域は互いに同じ河川域に属

しており，すなわち街道により繋がれた地域であるといえる。後に触れるが，

１９３０年代前半の社会運動も河川域に沿った展開を見せていることもあり，地

域的分断傾向の強い長野県において，それぞれが域内での繋がりを有してい

たことの意味するところは大きいと思われる。下伊那郡泰阜村の元収入役で

あり，泰阜村開拓団でも指導的役割を果たした清水清七が語った「バスに乗り

おくれまい」８）という心理の結果，互いに半ば閉鎖された各地域で移民事業が

連鎖反応的に展開した結果であろうと推察できる。１９３７年以降，大日向分村

に刺激を受け下伊那郡各地で次々と分村計画が樹立していった際の村当局者

の競争心理を，清水は当事者の一人としてこのように言い表したのである。

移民事業の実施に向けての競争心理と，その競争心理が地縁的結合関係を

図表２：経済類型一覧

養蚕農家１
戸当繭価額

零細農家率
（農家１戸当
　耕地面積）

高高（小）A

低高（小）B

低低（大）C

高低（大）D

注：それぞれ中央値以上を高程度と
して類型化した。
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ベースに他（村当局者または個人）に伝播することを，以下で「バスの論理」と

表現することとする。満州移民の送出は，経済状態と無関係な「バスの論理」

が強く作用したことにより展開していったと考えられる。

 

図表３：長野県開拓団の郡市別送出分布図
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注：黒地は，図表１の送出実数に照応。
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２．町村別分析

つぎに経済指標と送出分布を町村単位で分析した場合はどうなるのであろ

うか。全１６郡の町村について，図表１と同様に表を作成し，その集計結果を

図表４と図表５にまとめた。なお資料の制約上，図表１における零細農家率

を農家１戸当耕地面積に置換し，経済指標を１９３５年に設定した。ただし同年

次の耕作面積について，全町村の統計が完備しているのは，米の作付面積と

桑園の面積のみであり，この合計を農家戸数で除したものを農家１戸当面積

としたことを断っておく。

送出が盛んであった町村は１０１町村であり，飯田市（１９３７年４月１日，飯田

町と上飯田町の合併により市制施行）と諏訪市（１９４１年８月１日，上諏訪町・

四賀村・豊田村の合併により市制施行）を含む調査対象全３７３町村の２７％にな

る９）。その１０１町村のうち，農家１戸当耕地面積が広い町村（�＋�）は４５町村，

狭い町村（�＋�）は５６町村である。１戸当りの耕地面積は狭小である方が高送

出度となる傾向がうかがえる。また，養蚕農家１戸当りの繭価額が高水準で

図表４：経済類型別町村数

計DCBA

１０１ ２４２１ ２８２８高

中

低

送
出
度

１７６ ５８３６ ４７３５
 ９６ ２２２６ ２８２０

３７３１０４８３１０３８３計

繭 価 額耕地面積

低高小大

 ４９ ５２ ５６ ４５高

中

低

送
出
度

 ８３ ９３ ８２ ９４
 ５４ ４２ ４８ ４８

１８６１８７１８６１８７計

注：１）送出度高は，送出指標が共に第２三分位点以上の町村。
� 送出度低は，共に第１三分位点未満の町村。
� ２）農家１戸当耕地面積＝（米作付面積＋桑園面積）／全農家戸数。
�　　３）農家戸数は１９３０年，それ以外は３５年の統計。
� ４）市町村域は１９４５年９月を基準とし，３０年からの間の変更は以下のとおり対応した。
� 北佐久郡西長倉村の軽井沢町編入（４２年５月８日，軽井沢町として合算）
� 諏訪郡上諏訪町・四賀村・豊田村の合併（４１年８月１日，諏訪市として合算）
� 諏訪郡平野村の市制施行（３６年４月１日，図表１に岡谷市として掲載）
� 下伊那郡飯田町・上飯田町の合併（３７年４月１日，飯田市として合算）
� 下伊那郡浪合村・平谷村，分離（３４年４月１日，浪合村として合算）
� 下伊那郡和田組合村（上村・和田村・木沢村・八重河内村・南和田村を合算）
� 下高井郡日滝村の須坂町編入（３６年１２月１日，諏訪町として合算）
� ５）経済類型は，図表２を参照。
出典：前掲『長野県満蒙開拓史』名簿編，前掲『長野県史』近代史料編別巻統計２，長野県『米統

計』１９３１年版より作成。
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図表５：開拓団送出指標と経済指標－送出比上位20町村と未送出町村，ほか

経　済　指　標開拓団送出指標

町　村　名郡　　名
経 済 類 型

養蚕農家１
戸当繭価額

（円）

農家１戸当
耕 地 面 積

（反）

対現住戸
数送出比

（‰）

実数
（戸）

A２３９.８５.６４２３.０１７３大日向村南佐久郡
A２４２.３４.４２０８.５１４３上久堅村下伊那郡
D２５３.０７.３１９８.７１８９富士見村諏 訪 郡
C１８５.５６.７１６１.８１２１読 書 村西筑摩郡
A２５８.２３.９１６０.３６７清内路村下伊那郡
A３２７.９５.９１４８.９１６９泰 阜 村下伊那郡
A４８８.０６.２１４７.２７３川 路 村下伊那郡
B１３７.０４.７１４１.７５３北相木村南佐久郡
A２８５.６４.７１３４.０６５智 里 村下伊那郡
B６２.９５.９１２１.０４２市 川 村下高井郡
A４３８.６５.１１２０.５１０４千 代 村下伊那郡
C１８８.１６.９１１９.７３１山 口 村西筑摩郡
B２１６.２３.６１１８.２５０大 門 村小 県 郡
B１０６.７５.０１１６.１９８木 祖 村西筑摩郡
A３２７.１５.１１０９.１７３飯 田 市下伊那郡
A３８５.８６.５９４.０５０河 野 村下伊那郡
B１８２.０４.２９３.１３８奈 川 村西筑摩郡
B１３７.４３.８８９.７４７浪 合 村下伊那郡
C１４６.４８.５８６.４８０落 合 村諏 訪 郡
B１６９.２６.１８５.６２２田 立 村西筑摩郡
A４４３.８５.５５６.５７０上 郷 村下伊那郡
A２７６.９４.７４４.１３７安 曇 村南安曇郡
A２２０.１５.０３５.７２８大下條村下伊那郡
D３２３.９９.２３５.３４５波 田 村東筑摩郡
B１８８.４４.６２６.７９神 原 村下伊那郡
B１１３.５５.８１８.４１０旦 開 村下伊那郡
C１８３.８６.９１０.８７豊 村下伊那郡
D２５３.２７.６０.００長 村小 県 郡
D２７２.３８.５０.００伊 那 村上伊那郡
B２０１.３５.５０.００伊那里村上伊那郡
C１４８.５６.７０.００新 開 村西筑摩郡
B１５１.５４.９０.００王 滝 村西筑摩郡
B１３２.７２.５０.００稲荷山町更 級 郡
A２６０.４５.５０.００科 野 村下高井郡

２５８.０５.５９６.３１,６８８上位２０町村
２３７.８６.７２０.９６,０４３総　　　計

注：１）出身町村不明者がいるため開拓団送出実数の総計に図表１の市部を加えても県計と
は一致しない。

　　２）黒地は，図表１に準じる。
　　３）他は図表４に準じる。
出典：図表４に同じ。
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ある町村（�＋�）は５２町村，低水準である町村（�＋�）は４９町村となり，繭価

額が高い方が送出が盛んとなるということがいえるが，その程度は比較的緩

やかである。図表５で示した送出戸数比上位２０町村においても，この結果は

裏付けられる。１６町村で耕地面積が狭小であり，１１町村で繭価額が高水準と

なっている。したがって，緩やかな程度ではあるが，高送出町村の経済的前

提条件として経済主因仮説②「耕地が狭小であること」と経済主因仮説③「養

蚕農家の家計が高水準であること」の２点を取り敢えずは考えておきたい。

一方，高送出町村を経済類型別に見ると，各類型の町村数に有意な差は感

じられない。さらに，前節で立てた「�型（１戸当耕地面積大・家計高水準）は

移民数が多い」という仮説を検証する。送出実数と送出比の双方を勘案した

「送出度」という観点からは，いうまでもなく�型は高送出度町村の割合が最

も低い経済類型である。また，�型の低送出度町村が２２町村あるということ

は，実数においても送出が低調な町村が，少なくともそれだけはあるという

ことに他ならないので，この仮説は説得力を有さないことになる。また，�

型よりも正反対の�型（１戸当耕地面積小・家計低水準）の方が，高送出町村

は多い（図表４）。以上のことから，経済主因仮説①は棄却されると考えるの

が妥当である。

しかし，町村別横断分析により浮かび上がった２つの高送出と経済状況の

因果関係も，送出状況全体を説明してはいない。農家１戸当りの耕地面積が

狭い町村数は，下位２０町村で１４町村ある。すなわち，面積が狭小ならば送出

が高くなるということにはならない。養蚕農家１戸当りの繭価額が高い町村

数は下位２０町村中９町村を数え，有意な差違を示していない。送出において

養蚕農家の収入が余り問題となっていないといえる。また，�型（１戸当耕地

面積小・家計高水準）に分類される低送出町村が２０町村もあることから，�型

が送出を増大させる決定的な経済状況であるとは断言できない。また本稿で

は，農家１戸当耕地面積と養蚕農家１戸当りの繭価額のみを指標としている

が，農家戸数や養蚕農家戸数の占める割合によって，これらの数値の村内経

済における重要性は大きく左右される。例えば同じ�型に分類されても，そ

れが必ずしも同様の経済事情にあるとはいえない。その点，大日向村と科野

村は，村自体の規模も同様で農家戸数も養蚕農家戸数もほぼ同じであるが，
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図表６：長野県開拓団の町村別送出分布図
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出典：図表４に同じ。
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片や最大送出村であるのに対し，片や唯の１戸たりとも送出していない。こ

のこともまた，�型を送出増大の決定的な経済要因として捉えることはでき

ない理由となる。さらに，�型以外の他の３類型にもそれぞれ高送出地域が

分布している上に，全く送出しなかった７町村だけを見ても４種類全ての経

済類型が存在している。つまり，送出状況を決定づける経済類型は存在して

いない。結局，高送出と経済状況の因果関係も，送出状況全体を説明するに

足りるものではなく，各町村個別の経済要因自体が，送出と強い因果関係に

はないと思われる。

一方，高送出町村もまた，地理的に見て近接傾向にあるのであろうか。地

縁的結合関係が送出において重要な要因となっていたことを意味している

「バスの論理」の是非をここで検証する。ここでは，地縁関係に応じてどれだ

けの送出があったのかを確認するのであるから，送出度に関しては実数のみ

を基準とする方が適切である。したがって，全３７３町村を３分して，送出戸数

６戸未満の１０９町村を少数送出町村，６戸以上１４戸未満の１３２町村を一般送出

町村，１５戸以上の１３２町村を多数送出町村とした上で，地域分布を視覚的に確

認するために図表６を作成した。

全県的に見れば，高送出地域がいくつかの集団を形成している。これは，

分郷移民に送出形態の主軸が推移していったことを裏付ける。しかも，郡域

をまたいでいる集団がいくつか確認でき，その背景に，経済状況の同質性以

上に地理上の密接関係を前提とした「バスの論理」を推察できる事例もある。

東筑摩郡波田村と南安曇郡安曇村は，郡は異なるものの，共に第８次張家屯

信濃村開拓団に最も多くの移民を送り出している（安曇村全送出戸数３７戸中

３５戸，同じく波田村４５戸中２６戸）１０）。波田村は�型，安曇村は�型と異なる経

済事情にあったが，それでも多くの村民が県行政の呼びかけに応じたのであ

る。これは，両村は飛騨街道（いわゆる野麦街道）で結ばれており，それによ

り移民への互いの対応が影響し合った結果と見ることはできないであろうか。

この開拓団は，県単位の混成移民であり厳密には分郷移民の事例ではないが，

そもそも分村移民形式をとった泰阜村における「バスの論理」が，分郷やその

他の形式の移民にも共通する送出要因であると思われるのである。分郷移民

における「バスの論理」は，下水内郡が母体となった第９次索倫河下水内郷開
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拓団の送出過程で確認できるが，詳細は後述する。

経済要因以上に地縁的結合関係が主要な送出要因となった原因の一つには，

長野県，ひいては全国に共通する移民背景の質的転換が考えられる。先述の

通り，本格移民期の後期には，送出母体のみで送出目標を達成することが困

難になった。このため，分村・分郷に限らず範囲を拡大して移民の募集にあ

たった。これが経済の同質性よりも地縁的結合が送出分布に大きく影響する

結果を生んだと考えられる。

最後に，本稿で設定した経済指標では論及できない点を補足しておく。池

上は大日向村を例にとり，養蚕景気と恐慌後の生活落差の大きさを一つの移

住のプッシュ要因としている１１）。郡市別の１９３６年度繭生産価額を見る限りに

おいて，ともに産業総生産価額の約２割を繭生産価額が占めている下伊那郡

と下高井郡での回復の程度を，１９２５年をベースにみると，下伊那郡が常に低

い回復水準を示しているのに対し，下高井郡は逆に常に高い回復水準を示し

ている（図表７）。この両郡は共に高送出地域であり，したがって，「生活落差

の大きさ」もプッシュ要因としてはあり得るかも知れないが，少なくとも送出

を左右させるほどの要因ではないことがいえる。

また，時系列で見た場合でも経済状況と送出の乖離が指摘できる。下高井

郡の送出戸数の６１％を占める第９次萬金山開拓団高社郷（分郷移民）の入植式

は１９４０年２月であるが，３９年には繭生産価額が２５年の水準を上回っており，

入植開始の時点で計画当初問題とされていた養蚕業の低迷は既に解消されて

いたのである。また，先述の第８次張家屯信濃村開拓団の場合も，入植年こ

そ１９３９年であるが，波田・安曇両村をはじめとする村々から約半数の１３０戸余

りが入植したのは４１年３月のことであった。全県的に見ても，１９３９年から４０

年にかけて養蚕農家の収入額が恐慌以前の水準を回復しており，長野県の満

州移民事業は，農家経済が回復してから展開しているといえる。

全体として，郡市別分析・町村別分析によっても，満州移民の送出と経済

指標の間に有意な相関を見出すことは困難なのである。

�
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Ⅲ　送出の経緯とその背景

いままで，長野県において窮乏しているか否かを含めて，送出状況と経済

状況の因果関係が非常に希薄であることを確認してきた。ところが，それな

らば何故「貧しいから満州へ行った」という認識が広く定着してきたのかとい

う疑問が新たに生じる。そこで，送出実数が多く，経済類型も異なる大日方

村と富士見村，さらに最大送出郡である下伊那郡から上郷村を例にとり，移

民の経緯を整理することで，各村で共通する要因を探るとともに，「渡満＝窮

乏」という認識が生じた理由も追及していく。さらに，「バスの論理」は送出分

布にどのように作用しているのかを，下伊那郡大下條村と下水内郡の索倫河

図表７：長野県郡市別養蚕農家１戸当収入額指数（1925年＝100）

４０３９３８３７３６３５３４３３３２１９３１年　　次

９８１１３４６４９４８３９２０５０３５２７南佐久郡
１０１１１４４３４３４３３４２０４４２７２６北佐久郡
９４９４４１４０３６３４１９４４２６２７小 県 郡
９０９４３８３４２９２９１８４３２７２９諏 訪 郡
８７９５３８３７３０３３１９４６２７２９上伊那郡
８２８９３６３５３２２９１８４４２３２５下伊那郡
８５９０３５３９３５２８１６４３３０２７西筑摩郡
８４１０２３７３５３４３６１８４７２９２９東筑摩郡
９３１０７４２３２３３３３１９５１３５３６南安曇郡
９１１０７３４３７３３３３１７５０３５２８北安曇郡
１０８１０９４１４４３６３４１９４９２８２９更 級 郡
１１１１１０３８４４３７３１１９５３２８３１埴 科 郡
１２４１２２４６５２４１３９２０５５３０３１上高井郡
１３０１２９５１５６４８４２１９５８３３３１下高井郡
１３０１４０５３５３４７４５２３６５４０３５上水内郡
９６１０８４２４４４０３３１９５０３１２９下水内郡
１３０１３４５６５８４９４８２８７５４２４３長 野 市
１０８１１１４４３４３８３３２３４５３３２９松 本 市
７６７４２９３２２６２５１２３６２２２８上 田 市
１４６１５６５６５６５９５４３３６４３８４４岡 谷 市

９５１０３４０４０３６３４１９４８２９２９長 野 県

注：１）岡谷市の１９２５年における統計値は平野村のもの。これに伴い，諏訪郡の１９２５年の統計
値は，平野村の分を差し引いた。

　　２）下伊那郡には飯田市の分を含む。
　　３）１９３９年の長野市養蚕農家戸数は１�３３２戸に訂正し算出した。
　　３）黒地は中央値以上であることを示す。
出典：前掲『長野県史』近代史料編別巻統計２より作成。
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下水内郷開拓団を事例にして検討する。なお，本章で言及する事例各村の送

出指標と経済指標は図表５に掲載し，戸数割等級表は図表８にまとめた。

１．南佐久郡大日向村の事例

南佐久郡大日向村は，本格移民期当時から移民典型村として位置づけられ

ており，現在にいるまで最も研究蓄積がある村の一つである。経済類型は�

型（耕地面積小・家計低水準）になっており，その意味でも，長野県満州移民

の典型であるといえる。渡満者の大半が経済的下層に集中していること，更

生運動への「真摯なる村民の努力にも拘わらず，農家経済は年々赤字にして，

負債は増加する一方」１２）という村の実情の対策を協議していた「四本柱会議」

が分村計画を決議したことなどから，行き詰まった経済更生運動の延長線上

に分村計画を実行したと解釈されることが一般的である。大日向村経済に対

する視角こそ違うが，高橋と池上は，この点では一致している。先述の統計

により郡内における経済的な位置を確認すると，農家１戸当りの耕地面積こ

そ５�６反と全２３町村中２０番目であるが，養蚕農家１戸当りの繭価額は１２番目と

なっており，大日向村が南佐久郡内において，際立って苦況にあるとはいえ

図表８：渡満者の戸数割（単位：戸，％）

上郷村富士見村大日向村

構成送出全村構成送出全村構成送出全村

４０.７１１０.０１２００円以上
１１２.０３１５０.０４ １００～２００
２０５.９９５７１.３２５　５０～１００
３９１２.４１９１１４０.６１９　 ３０～５０
３５１１.１１７８２０.６１１５　 ２０～３０

１１１１２０.３３１１５９７.８１２５７　 １０～２０
３２９６１４７.７７３４２２８９.６１３８３０５ １０円未満

３３１,１８１１００.０１５３８５０１００.０１５４３９６計

注：１）富士見村戸数割で１９�５５円とされているのは２０円として処理した。
　　２）上郷村からの送出は戸数割が判明していない戸数が約６割に及んでいるため、構成比

を算出していない。
出典：山田昭次編『近代民衆の記録６　満州移民』（新人物往来社、１９７８年５月）、高橋泰隆『昭

和戦前期の農村と満州移民』（吉川弘文館、１９９７年１２月）、前掲『長野県満州開拓史』名簿編、
『昭和十年度上郷村村税特別税戸数割各人納額議決書』（飯田市歴史研究所所蔵）より作
成。
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ないことを示している。

大日向村では，更生運動開始当時の青年会が中心となって「大日向村経済更

生計画」が策定され実行に移された結果，１９３３年３月には帝国農会から表彰

を受けている。その後，「鼎のわくが如し」と評されるほどに村政が混乱し，

県の職掌管掌まで受ける事態に陥った。その事態に対して，在京していた浅

川武麿が，衆望を担う形で村長に就任したのが１９３５年の夏であった。浅川は

村内指導部の定例会議を組織し（「四本柱会議」；村長，農会長，産業組合長，

学校長），経済更生運動に指導力を発揮した。この四本柱会議が満州移住問題

を検討したのは，繭価が回復し農家経済も「好転」しているはずの１９３７年２月

１８日である。「行き詰まった更生運動」が大日向村をして最大級の移民送出村

とならしめた要因であるならば，更生運動の展開が他町村と比較して閉塞的

状況になければならないであろう。しかし，当時の新聞記事はそれとは全く

正反対の実情を紹介している。長野県最大の地方紙である信濃毎日新聞には，

「更生運動の五年目　農村の明暗を探る」と題して１９３６年１１月２日から１２月３

日の３０回に亘って連載した特集記事がある。南佐久郡を採り上げた１１月２８日

のそれには，大日向村が「郡下で一番よく行つている村」１３）と評価されている。

その記事が掲載されてから３ヶ月も経たない間に，移民問題は指導部で議題

にあがり全村的な対策として浮上していく。したがって，大日向村指導部が

当初認識していた更生運動の閉塞感とその原因である経済的不振は，決して

移民の送出要因とはいえない。経済状況も，更生運動との連続性も，大日向

村が最大級の送出村となった原因ではない。

村民が移民に踏み切った理由として頻出しているのが，開拓団長に選出さ

れた産業組合専務理事堀川清躬の存在である。堀川の人望が大きな要因と

なったことは，これまでの研究蓄積からも明らかである。その堀川の背後に

は浅川をはじめ村政指導部がいた。「郡下で一番」という更生運動を展開し得

た村政指導部には，実績を背景とした指導力も備わっていたであろう。四本

柱会議の構成員を見ると，いわゆる村内名望家層を中核とした「中心人物」で

あったといえよう１４）。それにいわば「貧困層のエース」１５）である堀川が加わるこ

とにより，分村計画指導部は全村的な支持を得やすいものとなった。さらに，

村政の混乱期を通じて，村政指導部と県当局との関係は緊密なものになって
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いた。県当局と堀川を含む村当局をバイパスにして，村民が国家的政策に組

み込まれやすくなる構造が，他町村以上に明確であったといえる。大日向村

の移民は，「中心人物」のあり方が最大の要因となっているのである。

２．諏訪郡富士見村の事例

諏訪郡富士見村は，両経済指標が高水準であるＤ型（１戸当耕地面積大・家

計高水準）に分類される。諏訪郡２１町村の中でみても，１戸当耕地面積と１戸

当繭価額がともに４番目である。比較的恵まれた経済状態にあったといえる。

戸数割の平均は１９円５５銭であり，移民の約７割が平均以下の層であることか

ら，やはり移民の主軸は下層農民にあった。とはいえ，富士見村の移民にお

いて最も特徴的なことは，平均以上の層の移民が多いことにある。その原因

について，高橋は農村地帯である神戸部落から自作農中・上層が移民にかな

り参加したことによるものであるとし，その神戸部落の有り様を方向付けた

のは同部落の「中堅人物」たちであるとしている１６）。

富士見村では，１９３３年に経済更生委員会を組織し，３６年７月には経済更生

計画書を策定した。この計画書に移民事業は「国県ノ奨励ト相俟ツテ二三男ヲ

海外（満洲）ヘ移民セシム」１７）として盛り込まれている。しかし大日向村と同様，

諏訪郡内における富士見村の経済的な地位からすれば，計画書が憂う「経済難

局」は送出の最大要因とはいえない。「二三男ヲ満洲ヘ移民セシム」という方針

は，１９３８年の農村経済更生特別助成村指定と４月および１１月の村民総会を経

て，中農層の全戸移民を視野に入れた方針へと変化していく。村民総会にお

いて，現役村長樋口隆治が開拓団長として率先して満州へ渡る決意を示した

ことが，中層以上の農家の移民を実現した大きな要因となった。さらに，１９３５

年１０月に結成された富士見村皇国農民団の活動が，経済更生運動や分村計画

の推進に大きな役割を果たした。富士見村の分村計画は，「中心人物」である

樋口村長と自作農中堅を軸とする皇国農民団員（すなわち「中堅人物」）を包摂

することで全村的運動として推進される構造をつくった。また，加藤完治の

薫陶を受けた皇国農民団によって，国家的運動との直接的な繋がりを有し，

村内の経済事情の如何に拘わらず，移民事業が展開されうる土壌が形成され

ていたのである。
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経済状況が移民の展開地域と一致しない最大の原因は，経済政策としての

満州移民の限界にあると思われる。満州移民の送出は，農村にとって当時最

大の関心事であった２・３男問題，言い換えると土地飢餓問題の解決策とし

て捉えられていた経済政策としての側面がある。土地飢餓は，将来的に農地

が不足するという認識，ならびに現段階において耕地が不足しているという

認識に基づいていた。内地の開墾による耕地の大幅な増加が見込めない以上，

農民の大量移民により１戸当りの耕地面積を拡大し，農家経済の安定を図る

必要があった。大日向村や富士見村に限らず，多くの分村計画はこのことを

最大の眼目にしている。ところが国策である満州移民をもってしても，戦前

日本社会の根幹である地主的土地所有の解体までは踏み込めない。地主所有

地の再分配は事実上できないのであるから，土地飢餓対策として移民がより

適切であるためには，自作中農層の移民によって多くの耕地が母村に余らな

ければならない。ところが，母村で比較的広い耕地を所有していれば，移民

に応じる動議はそれだけ希薄となる。経済政策としての満州移民には，計画

と実施の間に埋めがたい矛盾を内包しているのである。

これに加えて，農家経済の回復が重なるのであるから，農村不況対策とし

て満州移民を推進することは甚だしく困難なものになっていった。富士見村

において，経済政策としての移民事業の限界を乗り越え分村計画の推進に寄

与したのが，皇国農民団に参加した人物たちであったのである。このことは，

富士見分村の開拓誌でも「分村運動の中途―昭和十四，五年頃の財界好転と共

に村内浮動階級の動揺を来し，一時障礙を及ぼしたが，よくこの難関を切ぬ

けたのは，全く皇国農民団の力に因る所多く」１８）と特筆されているのである。

自作農中・上層が移民に応じた原因は，外的には皇国農民団による働きか

けがあったわけであるが，内的要素として根強い出稼ぎ意識があったと思わ

れる。富士見村は出稼ぎの多い村であり，その中で「最も特異な存在」１９）は，

行商であった。これは冬の農閑期に営まれ，１年間の貸付売り，即ち物品を渡

した翌年に代金を回収するという形態をとっていた。相当な資力を必要とす

る行商を営む大部分は，中流以上の資産家であった。彼らは，国策であると

承知する一方で，満州移民すらも出稼ぎ感覚で応じたと思われる。移民によ

り自作地の耕地６５３�３反歩が母村に残された。その内，１８２�０反歩が未処分のま
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まとなり，処分された土地の中でも個人への貸付が９０�２反歩，親戚管理が２０４�４

反歩である２０）。残された自作耕地の７３％にも上るこれら全てが，帰国後の移

民者への耕地返還を意味するわけではないが，出稼ぎ感覚による移民が多く

いたことを物語っているといえないだろうか２１）。富士見村の満州移民は，皇

国農民団の活動と村の経済構造に起因する出稼ぎ意識により，経済政策とし

ての満州移民の限界を「克服」していたのである。

３．下伊那郡上郷村の事例

　移民事業が経済政策的に行き詰まる事態に直面したことで，大陸政策と

しての性格を前面に打ち出すことにより事業の継続が図られるようになった。

大日向村と同じく�型（１戸当耕地面積小・家計高水準）に属している下伊那

郡上郷村の送出の実態を見ると，移民の経済政策的側面と大陸政策的側面の

両面が色濃く反映されていることが分かる。上郷村は１９３３年４月に経済更生

計画を策定している。この『上郷村経済更生改善計画書』は，本格移民期以前

に策定されていることもあり，その内容には移民計画自体は含まれていない。

しかし，「現在ハ誰モ何モ非常時ヲ口ニスル」２２）とあるように，時局に対する

危機意識はすでに現れていた。この「非常時」は，経済状態のみを指している

ことも考えられるが，この１９３３年は長野県を揺るがした二・四事件（いわゆる

「教員赤化事件」という側面を持つと同時に左翼的農民運動に対する弾圧事件

としての側面も持つ）が発生した年であり，４月は事件報道が禁止され（報道

が解禁されたのは同年９月１５日）それに代わり大陸への軍事的展開の報道が

新聞紙上をにぎわしていた時期に当たる。したがって，如何に更生計画にお

ける「非常時」とはいえ，その中身は経済的な側面，社会的な側面，軍事的な

側面など広い範囲が射程に入っていると考えられる。更生計画がこうした広

い意味をもつ「非常時」意識をベースにして策定されていたことを，ここで確

認しておきたい。

そうした村内状勢や村民意識のもとで，上郷村の移民事業は展開されてい

た。上郷村から移民した全７０戸中４１戸が入植した水曲柳開拓団の入植式は

１９３７年３月，１２戸が入植した第８次大古洞下伊那郷開拓団の入植式は３９年２

月のことである。前者は分散自由移民であり，後者は分郷移民であるが，ど
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ちらも送出母体は下伊那郡町村長会であり，上郷村の移民事業は下伊那郡一

円の取り組みの中に含まれていたといえる。両開拓団入植式の中間の時期で

ある１９３８年５月から，母体となった町村長会では移民地の視察を行い，『昭和

十三年七月　満洲農業移民地視察報告書』（以下『報告書』）をまとめ，８月に発

行に至った。ここで興味を引くのは，１９３７年７月の廬溝橋事件に端を発する

日中戦争の全面化の影響が，『報告書』に色濃く反映されていることである。

そこには移民事業が，郡下農業の深刻な情勢に対する経済政策であると共に，

「対満政策の一基調」２３）であることが謳われている。後述する『大日向村報』で

確認される大陸政策と移民事業の密接な関係が，下伊那郡においても共有さ

れていたのである。さらに，『報告書』は結論として，「この移民の本質は，内

地の人口問題の解決も勿論であるが満州国建設の精神的要素と完全に結びつ

く所にある」としたうえで，「政府或いは府県の移民機関はこの指導者の選任，

養成等に就いて最大限の関心を払わなければなるまい。（中略）移民を送りだ

す内地の諸機関に就いても，この言葉はそのまゝあてはまるのではないかと

思ふ」とし，指導的役割を担う「人的要素」を移民の成功に関して最も重視して

いる２４）。

経済政策としての満州移民は，完全に破綻をきたしていた。ところが，満

州居住の日本人を増やすという大陸政策的な狙いからすれば，農村の事情を

鑑みる必要がなく，とにかく移民を送ることに主眼が置かれることになる。

この場合，貧困層の移民は計画に何ら矛盾せず，それどころか，移民に応じ

やすい点において，計画がより推進しやすい作用をもたらす。大陸政策的側

面の強化と農村経済の回復は，とにかく移民を送りださねばならないという

論理となる。その結果，上郷村の移民は図表８で明らかなように，経済的下

層に集中したと考えられる。

　そうした大陸政策的側面は，大日向村民にも周知されていた。日中戦争

の長期化に備えて「出来る丈，すみやかに　出来る丈多く，出来る丈確実に満

州に日本民族の新分村を建設することが一番である」２５）という浅川の訴えが

『大日向村報』に掲載されている。また，別の論説では，「村ノ何処トナク噂ニ

本村ノ経済更生計画ヲ考ヘ違ヒヲナシ満州移民ヲ以テ経済更生ノ本分ガ足レ

リト言フ考ヘ」があることを述べた上で，「満州移民ハ国家的ニ言フナラバ日
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本ノ現場ヨリ戦線ノ勇士ヲ○グ者デ有ル事ハ明瞭ダ。其レハ言フ迄モナク大

陸日本ヲ建設スル上ニ鍬ノ戦士ナクバ何時迄モ其ノ目的ヲ達成スル事ハ出来

得ナイ（後略）」２６）としており，大陸政策的な送出理由を，経済的な送出理由の

上位に位置づけている。しかし，満州移民によって経済更生が果たされたと

いう「考ヘ違ヒ」があること，さらには浅川の村長再任に際して，「誰でもいゝ。

外にない。再任して更生移民の責任を果たすべきだ」２７）（傍点筆者）という意見

から伺えるように，実態として村民レベルの意識では更生と移民が不可分の

関係と見られ，移民送出の一義的な理由は経済更生にあると捉えられていた。

農家経済が好転すれば移民計画が維持できなくなるのも当然である。「２０ヵ

年１００万戸」の国策遂行のためには，大陸政策的側面を強調するより他はな

かった。富士見村皇国農民団員も，まさにこの大陸政策的側面を村民に訴え

ることで，「難関を切ぬけた」のである。移民政策の立案過程を見ると，当初

は移民による人口過剰問題の解決が明言されていた。しかし，１９４２年１月に

発表された満州開拓第二期五ヵ年計画は，この問題に触れていない２８）。こう

した国の転換よりも早い時期から，分村の実施には，経済的窮乏というより

も大陸政策的背景が大きな比重を占めていたということが，分村移民を概観

することで明らかとなる。経済的下層を中心に移民団が組織された大日向村

や上郷村は，経済政策としての論理での移民でなく，移民の推進そのものに

力点が置かれた移民といえる。そして，移民団が結果として経済的下層を中

心に組織されたことにより，「貧しいから満州へ行った」という認識が広く定

着したと考えられる。しかし，耕地規模を拡大するという経済政策的な合理

性を持たないなかで「貧困＝渡満」という図式が成り立っていることは，強調

しておかなければならない。

４．下伊那郡大下條村および索倫河下水内郷開拓団の事例

地縁的結合関係が，下伊那郡泰阜村はもとより，南安曇郡安曇村と東筑摩

郡波田村においても，移民送出の大きな要因となっていたことは既に述べた。

では，その「バスの論理」は，送出分布に如何に作用しているのであろうか。

下伊那郡大下條村は，実数において下伊那郡全３７町村中２１番目，送出比に

おいて２０番目に位置する。一方，経済指標では，耕地面積が２７番目，繭価額
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が３０番目であり，先の上郷村以上に経済的に苦しい状況にあった。しかし，

窮乏の中にあっても移民を送出しなかった村である。「中心人物」の有り様が

送出の重要な要因になっていることは，これまで確認してきたことであるが，

大下條村が送出しなかった大きな要因もまた，分村移民に反対した村長佐々

木忠綱にあった２９）。

佐々木が村長に初めて就任したのは，１９３７年５月から４０年９月までのこと

であった。したがって，下伊那郡町村長会による移民地の視察にも佐々木は

参加している。町村長会は，この視察により『報告書』をまとめ上げて国策追

従路線を明確に打ち出すが，佐々木が分村に反対の立場をとったのもまた，

この視察の結果のことであった。入植地が現地民からの略奪地であること，

ならびに満州における日本人の高慢な態度に危惧を抱いたのである。佐々木

の分村拒否の姿勢は強固なものであった。１９４３年に村長に再任された佐々木

は，国策に盲従する勢力から分村を迫られるが，終始拒否の姿勢を貫き通した。

しかし，そうした佐々木をもってしても，満州分村を推し進める「バスの論

理」には抗しがたかった。第８次大八浪泰阜村開拓団に，大下條村渡満戸数２８

戸のうち最大の１１戸が入植した３０）。この本隊が渡満したのは１９４０年７月まで

であり３１），佐々木在任中のことである。隣村である泰阜村の分村に，大下條

村の村民が個人単位で応じたのである。地縁的結合を軸に展開する「バスの論

理」は，ときとして「中心人物」の有り様以上の要因として，移民の分布に影響

を与えているのである。また，大下條村以南の豊村・旦開村・神原村は，ど

の村でも村長が郡町村長会の視察に参加しているが送出実数は少ない。移民

の一大中心地である泰阜村の近村でありながらも，その泰阜村との間に大下

條村が存在していることが，「バスの論理」が伝播していく上での一種の防波

堤のような役割を果たしたのかも知れない。

１９４０年２月に入植式が開かれた第９次索倫河下水内郷開拓団の送出は，経

済要因以上に地縁的結合関係が強く影響を及ぼしている好例といえよう。下

水内郡の高送出村は５ヵ村全てが��型（１戸当耕地面積大・家計低水準）であ

り，それ以外の５町村は全て�型（１戸当耕地面積小・家計低水準）である。

すなわち，養蚕農家の家計水準に拘らず，１戸当り耕地面積が広い村々で送出

が進み，狭い町村では低調な送出に止まっているのである。ここには，経済
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政策面での最大課題であるはずの農耕地面積の適正化が，移民の論理として

全く作用していない。この開拓団は，そもそも当初，「二，三か町村を母体と

して，県内外の開拓地に送り出す計画であった」のが，「下水内郡一円の分郷

に発展」した３２）。この「二，三か町村」とは飯山町・柳原村・太田村を指すもの

と思われるが，送出の分布も飯山・柳原を中心とした村々に限定されている。

郡一体を網羅する分郷移民とはいえ，その送出は地縁的結合関係に強く影響

されているのである。また，この下水内郡における高送出町村の集団は，ほ

ぼ同時期に送出された第９次萬金山開拓団高社郷の母体となった下高井郡に

おける高送出町村の密集地帯と隣接している。この地域の郡境は，急峻な山

岳による稜線ではなく，河川（千曲川）である。両地帯は郡こそ異なるものの，

決して分断されていたわけではない。現に，１９５６年に飯山市に編入された太

田村や岡山村に先がけて，５４年の市制施行時に下高井郡から２ヵ村が合併に

参加している。このことは，「バスの論理」が両地帯で互いに作用していたこ

とを示唆している。

Ⅳ　小括と展望

最後に結論として，問題意識の点検と共に，いくつかの補足事項を述べて

おきたい。

本稿の問題意識の第１点は，郡市間および郡内町村間の経済情勢を横断的

に比較することにより，送出分布と経済統計の整合性を追求することであっ

た。これに関していえば，長野県における満州移民の展開は，経済要因によっ

て規定されるものではないと結論できる。経済状態と送出状況の因果関係を

見るいくつかの仮説を立てた。郡市別分析の結果を踏まえた経済主因仮説①

「零細農家が少なくかつ養蚕農家の家計水準が高い場合には移民が多く送出

される」は，町村別分析を通じて完全に棄却される。町村別分析により浮上し

た経済主因仮説②「耕地が狭小であること」と経済主因仮説③「養蚕農家の家

計が高水準であること」は，高送出町村の傾向を表すのみであり，図表４を見

れば，これらが送出の必要条件でも十分条件でもないことは明白である。

第２の問題意識は，「中心人物」論の検討である。「中心人物」や「中堅人物」
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たちの有り様が，移民送出の重要な要因であることは，もはや疑う余地もな

い。そして，移民を積極的に推進した「中心人物」が存在していた村を核にし

て，地理的に近接する町村で多くの移民が送出されるという構図になってい

ることが確認された。経済更生運動を通じて準備された「農村中堅人物」は，

移民運動においても中心的役割を担っていく。農村恐慌の対策として位置付

けられる「農山漁村経済更生計画」の長野県での樹立町村数を見ると，計画開

始からわずか３年の間に，全国最多の３６３もの町村（全町村の約９５％）で計画が

樹立されている３３）。また，特別助成指定町村数において長野県は全国最多で

ある３４）。その選定基準には「町村内ニ中心人物ガ存在スルコト」が一つの要件

となっている３５）。したがって，長野県には各町村に満州移民の推進者となる

人物が，全国的に見ても多数存在していたことになる。長野県が最大の送出

県となった背景を考える上で，中心人物の存在に着目する必要があろう。

また，人物を要因とする移民の展開には，「彼（あの村）が行くのなら自分も」

という地縁的結合関係を背景とした「バスの論理」が働いているのである。こ

の論理は，「中心人物」に作用することもあるし，村民一般に直接作用する場

合も確認できる。後者になると場合によっては，当該村における「中心人物」

の有り様以上に，移民の送出分布に強い影響を与えるのである。

地縁的結合関係が社会運動の展開に大きな影響を及ぼすことは，長野県近

代史を特徴づける３０年代前半の左翼的社会運動においても確認できる。詳細

は別稿にゆずるが，教員赤化事件と左派農民運動に対する弾圧事件という異

なる性格を持つ二・四事件（１９３３年）による検挙者の分布を見ると，全農県連

との関連があるとされた検挙者は東北信に偏っており，新興教育運動の流れ

で検挙された者は中南信に偏っている３６）。同時期に，かつともに経済的不況

に直面することで広がった両運動は，相互の人的交流を欠いたことで，展開

地域が全く異なるまま，地縁的結合関係が比較的濃密な地域でそれぞれ展開

しているのである。

なお，二・四事件の結果は，２つの意味でその後の移民事業にも影響を及

ぼしている。一つは，当時の国体にあるまじき「汚点」をそそぐべく，県や市

町村の行政当局や信濃教育会などが急速に右旋回したことである。既に池上

により論及されているように，大日向村の村政が混乱し県の職掌管掌を受け
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たのは，まさにこの時期に当たる３７）。もう一つは，事件を契機として左翼農

民運動も自主的教員運動も弾圧され，国策的運動のみ許容される状況が，全

県的に作り出されたことである。村内の政治的対立が組織的な形で存在し得

ないという状況は，移民事業を全村的運動として展開しやすい土壌をつくっ

た。二・四事件は長野県が最大の送出県となる上で，多数の「中心人物」「中堅

人物」を作り上げた経済更生運動と並んで，重要な歴史的前提となっている。

移民事業は経済不況を発端にしているものの，満州移民の経済政策的側面

には限界があり，事業継続の力にはならなかった。にもかかわらず事業継続

を可能にしたのは，主に移民推進者である「中心人物」や「中堅人物」によって

大陸政策的な側面が前面に押し出されたことであった。更生運動や二・四事

件などといった歴史的展開と村内各層の包摂により，「中心人物」や「中堅人

物」の主張は村民一般に受容されるところとなった。そして大陸侵略の進展に

伴い，主張が国策追従の色合いを濃くすれば，民衆は否応なしに国策の下に

動員されることになる。その動員は，地縁的結合関係を背景にした「バスの論

理」を通じて，移民分布に大きく作用したのである。

最後に，本稿で残された課題を２点に絞って触れておく。まず，各町村個

別の経済状況と送出には強い因果関係が確認されないのか，「バスの論理」は

確認されるのか，社会運動の展開地域との関連性はあるのか，など長野県を

事例として考究したことが，山形県をはじめ他の県においても確認されるの

かという点。次に，これと関係するが，満州移民の計画から実施に至る期間，

農業や農家の環境は激変したが，それに伴う形で移民の動機もまた変化して

いるのではないかという点。今後はこれら新たな課題を明らかにし，満州移

民送出の全体像を描いていきたい。
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１）池上甲一「『満州』分村移民の論理と背景」（『村落社会研究』１－２，１９９５年），高橋泰

隆『昭和戦前期の農村と満州移民』（吉川弘文館，１９９７年），塚瀬進『満洲国「民族協和」

の実像』（吉川弘文館，１９９８年），森武麿「満州移民　―帝国の裾野」（歴史科学協議会

編『歴史が動くとき―人間とその時代―』青木書店，２００１年），などである。

２）藤原彰�野沢豊編『日本ファシズムと東アジア』（青木書店，１９７７年），１５７頁。

３）蘭信三『「満州移民」の歴史社会学』（行路社，１９９４年）。

４）高橋泰隆「日本ファシズムと『満州』農業移民」（『土地制度史学』第７１号，１９７６年４月）。

５）経済更生運動において，「中心人物の活動を受けとめ，部落レベルで更生運動を実践

する人物として設定されたのが中堅人物であった」（大門正克「名望家秩序の変貌―

転換期における農村社会」『日本近現代史３現代社会への転形』岩波書店，１９９３年，９６

頁）という村内の構造は，移民事業においても大きな変化がない。したがって，村内

各層を包摂している高橋の「中堅人物」定義と異なり，あえて「中心人物」と「中堅人

物」を区別した。

６）詳細は，前掲「満州移民　―帝国の裾野」を参照。

７）『長野県統計書』１９２９年版より。第３位に畜産が入る松本市以外，残りの郡市は全て

蚕繭糸業・農業・工業によって上位３業種が占められている。

８）小林弘二『満州移民の村　信州泰阜村の昭和史』（筑摩書房，１９７７年），８９頁。

９）両市を郡市間分析に加えなかったのは，基準とした統計年次以降の合併であるため

であり，町村間分析において分割しなかったのは，資料上の制約から域内各旧町村

の送出数の内訳が不明であるため。後者については，北佐久郡軽井沢町と下高井郡

須坂町も同様の理由。また，下伊那郡浪合村と和田組合村は，農家戸数などの内訳

が不明であるため合算している。したがって，母集団の町村数３７３町村は，分析対象

時期の実際の町村数とは一致していない。

１０）長野県開拓自興会満州開拓史刊行会編『長野県満州開拓史』名簿編（同会，１９８４年），

の集計結果による。

１１）前掲「『満州』分村移民の論理と背景」，２３頁。

１２）長野県更生協会『大日向村分村計画の解説』１９３８年（山田昭次編『近代民衆の記録６満

州移民』新人物往来社，１９７８年，２４６～２４７頁）。

１３）「更生運動の五年目　農村の明暗を探る２４」（『信濃毎日新聞』１９３６年１１月２８日）。「暗」

と評価した南牧村について，「やり様によつては日本一の村にもなり得る素質はもつ

てゐる」として，野辺山高原を活用できるか否かがその分かれ目になることを指摘し

ている。南牧村が１９６６年に夏秋キャベツの指定産地の認定を受け，現在では高原野

菜の一大産地となっていることは，記者の質の高さを裏付けるものであろう。

１４）「中心人物」の詳細については，前掲「名望家秩序の変貌―転換期における農村社会」

を参照。

１５）前掲「『満州』分村移民の論理と背景」，２７頁。

１６）前掲「日本ファシズムと『満州』農業移民」。
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１７）富士見村『経済更生計画』富士見町木の間地区所有。

１８）中山林圃編『富士見分村満洲開拓誌』（富士見村拓友会，１９５４年），４２頁。この点は，

帝国農会『富士見村の分村運動に就て』１９４２年，でも論及されており，当時から富士

見村皇国農民団の重要性は確認されている。

１９）前掲『富士見分村満洲開拓誌』，１６頁。

２０）帝国農会『満洲開拓民送出調査』第２輯，１９４２年，３３頁。

２１）実家が実際に渡満したという方も，出稼ぎ意識があったことを語っている（２００４年２

月２７日，富士見町史編纂室における筆者聴き取り）。

２２）上郷村『昭和八年四月　上郷村経済更生改善計画書』，１頁。

２３）『昭和十三年七月　満洲農業移民地視察報告書』，１頁。

２４）前掲『報告書』，４９～５０頁。

２５）浅川武麿「非常時と銃後の護り」（『大日向村報』第２号，１９３７年９月）。

２６）小須田生「経済更生計画ト村ノ将来ニ就テ」（『大日向村報』第２３号，１９３９年６月）。

２７）「満州のＳ君へ」（『大日向村報』第２４号，１９３９年７月）。

２８）この点に関しては，浅田喬二「満洲農業移民政策の立案過程」（満州移民史研究会編

『日本帝国主義下の満州移民』龍渓書舎，１９７６年）を参照。

２９）佐々木忠綱が分村移民に反対した経緯の詳細は，大日方悦夫「『満州』分村移民を拒否

した村長」（歴史教育者協議会編『語りつぐ戦中・戦後１近衛兵反乱セリ』労働旬報社，

１９９５年）を参照。

３０）前掲『長野県満州開拓史』名簿編の集計結果による。

３１）長野県開拓自興会満州開拓史刊行会編『長野県満州開拓史』各団編（同会，１９８４年），

１９２頁。

３２）前掲『長野県満州開拓史』各団編，３１４頁。

３３）農林省経済厚生部『昭和十四年三月　農産漁村経済更正計画樹立町村名簿』（楠本雅

弘『農山村漁村経済更生運動と小平権一』不二出版，１９８３年）より算出。対象を農村に
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３４）農林省農政局「昭和十八年四月　農村経済更生施設ノ経過概要」，２７～３０頁（前掲『農

山村漁村経済更生運動と小平権一』，２０１～２０４頁）。

３５）前掲「昭和十八年四月　農村経済更生施設ノ経過概要」２３頁（前掲『農山村漁村経済更

生運動と小平権一』，１９７頁。
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職業，関係団体を把握できる検挙者５２５人分を郡市別に分類した結果である。なお，
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